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143 
財政 

歳入の根幹である税収は平成19年度以来減少 続
けていましたが、平成 24 年度決算     増加 転 
ました。一方、歳出は、職員数を平成20年度 945名
から平成25年度  831名まで削減し、また公債費も
借入期間 短縮化 積極的 繰上償還 行     
り、いずれも決算額ベースで前者は職員給与費が平成
20年度 約77.1億円（報酬、退職手当除く）から平
成24年度  約68.7億円（同）となり、後者は市債
残高が、平成20年度 約388億円から平成24年度
には約 322 億円となり、経常的な経費の削減に一定程
度成功          削減   財源  年々増
大する社会保障関係費に注ぎ込む構図となっており、経
常収支比率 平成 24 年度    ９年   90%を
下回ったものの、さらなる経常経費の削減に取り組む必
要があります。右表のように、平成 28 年度以降 経常
収支比率 実質公債費比率      市立病院建
設を始め投資的経費に係る市債の償還が始まることか
  償還期間中 各数値 影響    見込     

今後は、消費税の増税により、地方
の社会保障財源も充実し本市において
 地方消費税交付金 増加 予想 
れるところですが、これは国債の増発に上
積      地方交付税 不足  
地方交付税の代替財源として借りている
臨時財政対策債 減少      思
われることから、これらの動向をよく把握
  地方消費税交付金 増収分 社会
保障費に生かしながら、経常経費の削
減 職員    意識 徹底 弛   
事務事業 見直  取 組 必要  
ります。 
なお、平成 26年度   高山小中

一貫校建設 南   園 鹿 台中学
校エコスクール改修、生駒台幼稚園建
て替え等、子育て教育分野の投資的経
費が急激かつ大幅に拡大するため、特
定財源 確保 全力    必要  
るとともに、他の分野の投資的経費の抑
制 歳出化年度 平準化等 取 組
み、社会保障費等の義務的な財政支
出への影響を避ける必要があります。 

① 社会保障費増大に対
応し、かつ投資的経費
も賄える強い財政運
営 確立      

① 経常収支比率（％） 
実績 目指す値 達成 

状況 H21 H29 H30 
95.5 91.7 95.3％ 

以下 
◎ 

 経常収支比率  平成 21 年度
 比   大幅 改善  弾力的
な財政運営がより可能となった。 

・平成 25 年度     経常収
支比率 85.8％となったが、以
後社会保障費の増大等もあり、
年々数値的 悪化       
    経常収支比率抑制 取
組が必要である。 

② 財政指標が健全な状
態である。 

② 実質公債費比率（％） 
実績 目指す値 達成 

状況 H21 H29 H30 
5.0 1.3 3.9％ 

以下 
◎ 

・市債の借入を厳選してきたこと等
    実質公債費比率 関  
も、平成 21 年度 比   大幅
に改善し、現状では、総じて財政
指標的に健全な状態である。 

・市税を始めとする一般財源の増
加 見込    困難   中 
財政指標の悪化も考えられ、少
子高齢化にも対応していくため、
持続可能な財政運営のため、聖
域なき事業の削減等が必要であ
る。 

③ 現在必要な事業は確
実 執行     将
来世代  借金 極
力抑制      

③市債残高 積立基金残高［普通会
計ベース］（億円） 
［市債残高］ 

実績 目指す値 達成 
状況 H21 H29 H30 

256 185 180 億円 
以下 

○ 

［積立基金残高］ 
実績 目指す値 達成 

状況 H21 H29 H30 
92 120 110 億円 

以上 
◎ 

・繰上償還の実施等により、市債
残高を削減し、将来世代へ負担
を軽減した。 
・市債を借り入れる場合も、交付
税算入のあるものに限るとともに、
算入率 高 優良起債 厳選 
 借入 行   
 基金      市債 償還 充
      不測 事態 備  
   繰越金 基金 継続的 
積 立  基金残高 増加  
た。 

 一般財源 増加 見込   
中、特定財源の確保が課題であ
  今後 優良 起債等 創設 
れた場合、その活用によって市債
残高が増加する可能性がある。 
 今    基金 積 立    
が主目的であったが、今後は、効
果的 基金 活用        
り重要になってきている。 
・財源の状況も踏まえて、将来世
代へ負担を残さないための取組が
必要である。 

461 
バリアフリ
ー 

障がい者や高齢者などが一般社会の中で、障がいの
ない人と同じように普通に生活することができる社会をつく
            考 方         概念 普
及    誰  安心  快適 利用   施設 設備 
機能が求められています。 
本市   道路 公園 市 施設    段差 解

消、スロープの設置など、計画的にバリアフリー化を進めて
います。 

今後においても施設等のハード面の整
備とともに、情報発信などソフト面での配
慮・工夫に取り組んでいく必要がありま
す。 

① 公共施設 道路等 
バリアフリー化が一層
進められ、障がいのあ
る人もない人も誰もが
安心して暮らせるまち
づくりが進んでいる。 

①１ 幹線道路          化  
 歩道延長 割合（％）

実績 目指す値 達成 
状況 H21 H29 H30 

70.3 89.2 90.0 × 

 幹線道路沿  歩道      
 化事業      鹿 台中央
大通 線 全線完了  進捗 
見    
・公共建築物の新築の際にはユニ
バーサルデザインに配慮した整備
を推進し、公共施設トイレ様式
化計画に基づき事業を進めてい
る。 

 幹線道路沿  歩道      
ー化は約９０％まで進み、公共
建築物のバリアフリー化も新築等
工事 際  適切 実施  一
定のバリアフリー化は図られた。 

①２ 奈良県住   福祉      条
例 基  届出件数[累計]（件） 

実績 目指す値 達成 
状況 H21 H29 H30 

13 147 186 × 

・建築確認申請の情報に基づき条
例 対象施設 届出 徹底指
導し、バリアフリー化を推進した。 

・既存建築物のバリアフリー化を推
進するためには、バリアフリーの概
念 普及 さらに必要であるが、
バリアフリー法による基準適合義
務 奈良県住   福祉   
   条例   届出義務   
り浸透している。 



２．第６次総合計画（原案骨子） 
第６次総合計画（原案） 

現状と今後 5年間 展望 今後５年間 主 課題 ５年後   
（2024 年 3月末） 指標（複数候補） 行政 ５年間 主 取組 具体的な事業 

経常収支比率  人件費 削減 事務事
業 見直  指定管理制度 導入等 行政改
革の効果から平成 25 年度 85.8%まで改善
しましたが、その後の人口増加の鈍化や少子高
齢化の進展による社会保障費の増加等により、
平成 26 年度以降 4 年連続悪化  平成 28
年度 再 90%を超えました。 
また、歳入の約４割以上を占める市税収入

はここ 4 年間 170 億円前後を推移しています
が、平成 29 年度     納税   市外  
寄附が増加したこと等により、減収となっていま
す。 
一方、市債残高は順調に減少し、平成 29

年度末  普通会計    185 億円となりま
した。 
現在、人口増減は、横ばいから減少傾向にあ

り、今後の生産人口の減少に伴って市税収入は
減少していくことが予想されます。 
今後  地方交付税 増加 見込   市

税収入     増加 見込     等   
経常一般財源の増加は望むことができない状態
です。 
一方、歳出において社会保障関係費は一般

財源    当面毎年度約 2 億円以上増える
 見込   義務的経費 市 財政 圧迫  
極めて厳しい状況です。 
また、平成 31 年度  運営 開始される生

駒北学校給食     運営費用 必要   
ほか、公共施設の約半分が、建設から 30 年以
上経過  長寿命化    保全 改修 費用
が必要と予想されます。 
 以上を踏まえ、さらなる経費の節減に努めると
    今後 施設 在 方 長期的 目線 
検討  効率的 施設運営 考  必要   
ます。 

①経常経費     見直  実
施による、社会保障費の増加に
対応した財源の確保 

②限られた財源の効果的な活用 

③将来に負担を先送りしない計
画的な財政運営 

①社会保障費の増加
に対応する一方で、
一定の投資的経費
 賄  長期的 視
点を持った財政運営
 行      

①１ 経常収支比率
（財政経営課） 

①２ 実質公債費比
率（財政経営
課） 

①３ 将来負担比率
（財政経営課） 

①４ 市債残高の現状
維持（財政経営
課） 

①１ 行政改革 推進等    経常経費 見直  行
  費用対効果 薄 事業    化 見直  行
います。（財政経営課） 

①２ 統一的 基準   財政書類 毎年度作成    
（財政経営課） 

①３ 市債 借入      市場 借入利率 注視し、
総利払 額 将来 償還負担額 推移 見据 
て、借入先や借入方法を決定します。（財政経営
課） 

①４ 市債は、将来世代への負担の増加にならないよう厳
選して借入します。（財政経営課） 

①５ 将来 公債費 負担 想定  基金  積立 行 
     各年度間 投資的経費 偏  基金 活
用して調整します。（財政経営課） 

①６  不正行為 防止   競争性 確保   適正 品
質の確保」を基本に、市内事業者の活性化にも配慮
した適正な公共調達がなされるよう、入札・契約・検
査制度 改革 推進    （契約検査課）

①７ 納税環境 整備            市民 利便
性 納税意識 高       税収確保 図  
す。（収税課） 

①８ ふるさと納税をより積極的に活用し、歳入確保に努め
ます。（課税課） 

①１ 中期財政計画の作成（財政経営課） 
事務事業 見直 （財政経営課）
新規・主要事業等ヒアリングの実施（秘書企画課） 
行政改革大綱 行動計画 予算査定 連動（財政経営
課） 

①２ 決算において統一的な基準による財政書類を作成して、決算
資料   議会 提出するとともに、各施設の分析等に活用
する。（財政経営課） 

①３ 将来負担 見据  市債 借入（財政経営課）

①４ 普通交付税算入率 高 優良起債 活用（財政経営
課） 

①５ 将来必要 負担 想定  基金  積立及 目的    
効果的 基金 活用（財政経営課）

①６ 入札 契約 検査制度 見直 （契約検査課）

①７ 地方税共通納税     利用  納付環境 拡充（収税
課） 

①８ 返礼品の充実・具体的な使い道の設定・啓発推進（課税
課） 



３．庁内連携 市民等  協創 アイデア等 
５年後   

（2024 年 3月末） 
課題解決のために 
必要な庁内連携 

課題解決    必要 市民 事業者 
果たしてもらいたい役割 

課題解決のために取り組みたい「協創」のアイデア 
市民 地域と 事業者・ＮＰＯ等と 他 行政機関等 

①社会保障費の増加に対応する
一方で、一定の投資的経費を
賄  長期的 視点 持  財
政運営 行      

 弾力的 財政運営 行    庁内各課 
連携し社会保障費をはじめ経常経費抑制の
取組  行  
・健全な財政運営のため、庁内各課と連携
  事務事業 見直 等 行  
・将来世代に負担を先送りしないために、会計
課  連携 市債 借入方法 基金 活用
方法    見直 等 行  

［市民］ 
・限   予算 使 道    考  市 長期
的な運営に関心を持つことで、将来の負担を減
らす提案をする。 

 健全 財政運営 行   社
会保障 関  事業 市民 
協創        効率的 
実施できる取組について考え
る。 
・健全な財政運営のため、今後
 財政運営    長期的 
目線で、市の施策の実施につ
いて一緒に考えることで同じ方
向性を持つ。 
・将来世代に負担を先送りしな
     長期的 目線 、
起債 借入 基金 活用 
踏まえ市の施策の実施につい
て考える。 

 健全 財政運営 行  
め、社会保障に関する事業
で地域と協創することで、より
効率的 実施   取組 
ついて考える。 
・健全な財政運営のため、市
の施策の実施について、地域
でできる取組を考える。 
・将来世代に負担を先送りし
      長期的 目線
  起債 借入 基金 活
用を踏まえ市の施策の実施
について考える。 

 健全 財政運営 行    
市の事業で、事業者等で実施
すると効率的 実施     
な事業を提案してもらう。施設
 有効利用 対  提案 協
力 行  
・健全な財政運営のため、市の
事業で、事業者等で実施する
 効率的 実施   事業 
提案してもらう。 
・将来世代に負担を先送りしな
いために、地域の実情を踏まえ
事業協力 提案等 考  。 

 健全 財政運営 行  
め、施設 相互利用及び
事業協力   効率化を
検討する。 
・健全な財政運営のため、施
設 相互利用及び事業協
力   効率化を検討す
る。 
・将来世代に負担を先送りし
ないために、施設 相互利
用及 事業協力   効
率化を検討する。 


